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第1章　序章（研究目的と枠組み）
　本研究は、地域に居住している一人暮らし高齢
者の生活問題に焦点をあて、一人暮らし高齢者が
社会から排除されることなく、社会における一人
の構成員として健康な生活を営めるよう、解決方
法としての社会福祉アプローチとして「ソーシャ
ルサポートシステム」を位置づけ、一人暮らし高
齢者への地域生活支援のあり方を提示することを
目的とする。その際、高齢化が進行し、社会問題
としての高齢者問題を同様に抱えている韓国の状
況と比較しつつ、日本と韓国における一人暮らし
高齢者へのソーシャルサポートシステムの構造に
ついての比較分析を行い、両国における一人暮ら
し高齢者へのソーシャルサポートシステムの構築
のための課題を提示する。
　これまでの日韓比較研究は、政策分析が中心に
行われ、韓国に対して課題を示唆することが多かっ
たが、本研究では、一人暮らし高齢者への社会福
祉政策と実践における韓国のサービスシステムを
強調し、それに関わる形で日本への示唆を行うこ
とが一つの意義として挙げられる。また、日韓比
較研究による、一人暮らし高齢者へのソーシャル
サポートシステムの構造分析を通して、少子高齢
化問題を抱えている日本と韓国における共通点と
差異を明らかにし、今後の日本と韓国における高
齢者福祉の相互発展のための視点を提示すること
を一つの大きな意義としてあげたい。
　本研究の重要な研究内容は、1．日本と韓国にお
ける高齢者福祉政策の内容分析、2．日本と韓国に
おける一人暮らし高齢者に対する支援政策の内容
分析、3．日本と韓国における一人暮らし高齢者の経
済的、身体健康的、家族や社会的、居住環境的生
活状況と、それに対する地域サポート主体構造及
び特徴の分析、4．日本と韓国の比較結果分析を通し
た、両国における一一人暮らし高齢者へのソーシャ
ルサポートシステム構築のための課題提示などで
ある。
　このために、先行文献などにおける理論的内容
を分析し、さらに東京都墨田区のた立花、文化地
域に居する一人暮らし高齢者の調査結果を分析す
ることを通して、日本における一人暮らし高齢者
へのサポートについての具体的内容と問題点の分
析を行う．また、韓国においては、京幾道平沢市
の松炭（ソンタン）地域に居住する一人暮らし高齢者
の調査結果分析に基づき、その現状と問題の把握
を行い、比較分析結果と考察に基一人暮らし高齢
者へのソーシャルサポートシステムの構築や活性
化を目指すにあたって両国における課題を提示す
る。
第2章　日本と韓国における高齢者福祉政策
の展開
　日本と韓国は、社会環境の変化に伴う形で高齢
者人口も変化した．そして、高齢者人口の増加に
よる高齢者の生活状況や問題の発生、生活問題へ
の対応のための高齢者福祉政策の展開について、
日本と韓国は同様の背景を抱え、類似した政策内
容により構成されていることが明らかになった。
　人口動向レベルと高齢者福祉政策の変遷を中心
に調べたところ、口本と韓国において高齢化率が
社会問題となった時期は、日本では1970年代末ご
ろ、韓国は2000年代初めである。
　高齢化率が社会問題となる時期については日本
社会が30年程度早かったものの、韓国における高
齢化率が社会問題化したそのスピードの速さにも
注目すべきであろう一日本の介護保険制度は、65
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歳以上の高齢者のうち、要介護高齢者に対して社
会保険方式に基づき質の高い介護サービスを提供
するための政策であるが、同様の制度である韓国
の長期療養保険制度は遅れて8年ほどの差で導入さ
れた。政策の整備期間が短くなったのは、高齢者
の増加に伴いそれだけニーズがとても多かったた
めであると考えられる。
　また、日本と韓国社会における出生率の減少程
度であるが、高齢化率に関する危険性の重さには
とあまり差がなかった。すなわち、日本は1997年
（1．38）から2009年（1．37）までの約12年間に、O．Olポイ
ントの出産率の減少がみられたが、韓国社会の場
合には1997年（L56）から2009年（1．21）までの約12年間
に、0．35ポイントの出産率の減少がみられた。こ
うした韓国社会における急激的な出産率の低下は、
高齢化による社会的負担の増大に大きな影響を及
ぼす要因として解釈することができる。すなわち、
日本社会と比べ韓国社会においては、人口の高齢
化による社会的問題がより一層多くの課題として
顕在化するという予測が可能である。特に1960年
代以降、韓国社会は継続的に出産率が低くなって
いる傾向にあり、急速に高齢社会に突入ことによ
り課題が大きく提起されることが推測される。
　日本と韓国社会において高齢人口が増えること
により抱えるであろう課題には共通点があると考
えられる。それは、高齢になり、定年による経済
的な活動機会が減ることによって生じるであろう、
老化に伴う健康的な問題、経済的活動機会の減少
に伴う社会からの排除の可能性の拡大、在宅生活
を維持するための居住環境の整備などといった多
様な生活問題は、両国における共通課題として扱
わなけれるべき主要な視点であることが把握され
た。
　このような高齢者の生活問題の対応のために整
備された高齢者福祉政策の変遷に関しては、日本
では高齢者人口の継続的な増加に基づき1960年か
ら法的整備を行い、1990年代にはゴールドプラン、
新ゴールドプランを実施、2000年代にはゴールド
プラン21、介護保険制度を推進した。そして、家
族機能の弱化による家族における老人扶養機能の
弱体化を支援するために、老人療養施設の拡充お
よび在宅サービスサポートネットワークの構築を
持続的に行ってきた．一方韓国の場合、高齢者福
祉政策の急速な発展は1990年代からであった。近
年の代表的な高齢者福祉政策である基礎老齢年金
制度の実施や老人長期療養保険制の実施は、いず
れも2000年代に入ってからである。
　なかでも、日本と韓国がそれぞれ施行している
介護保険制度と老人長期療養保険制度は、日本で
は高齢化率17、3％の時点で、韓国は9％の時点で施
行された，韓国の場合は日本と比較して、インフ
ラの構築も不十分であり、施行時点の時期も早す
ぎたという問題点が指摘されているが、社会的な
話題として考えた場合、高齢者人口の急速的な増
加は日本よりも韓国で一層大きな危険要因になる
ことが考えられる。　すなわち、急速な高齢社会
を経験する社会的状況に対処する韓国の場合、施
設や在宅における介護サービスに対する認識も高
くなく、また、貧困な状態が続く高齢者世帯が増
大するため、高齢者の最低の生活水準が保障され
るようにシステムを構築していくための努力が、
日本よりも一層早いスピードで行わなければなら
ない。
　このような日本と韓国社会の高齢者に関わる人
口動向の変化は、本研究のキーワードとなる一人
暮らし高齢者のための政策的な援助の施行に当た
る主要な要因として把握することができる。
第3章　日本と韓国の一人暮らし高齢者への
ソーシャルサポートシステムの展開
　日本と韓国における一人暮らし高齢者の生活状
況を比較してみると、いずれの国においても急増
する高齢化率に伴い、一人暮らし高齢者の数も増
加している現状である。ただし、一人暮らし高齢
者の増加率からみると、全高齢者人口に対して一
人暮らし高齢者が占める割合は韓国がより高いこ
とが明らかになった。
　韓国が日本よりもより早いスピードで一人暮ら
し高齢者への支援対策を提示している背景にはこ
うした事情があることが伺われる。
　日本と韓国における一人暮らし高齢者について
の先行文献を分析してみた結果、両国ともに一人
暮らし高齢者は経済的、身体健康的、家族や社会的、
居住環境的側面において大きな困難を経験してい
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ることが示され、それに対する両国の対応策もそ
れぞれに行われていることが分析できた，
　一人暮らし高齢者と、それに関わる生活状況や
支援策を分析した結果、日本は韓国より早い時点
で高齢社会を経験してくるなかで、様々なシステ
ムの整備を行っている途上であるとみなされる。
ただし、ハードウェア的な整備だけではなく、ソ
フトウェア的サービスとして質の向上も大変重要
である。地域では地域福祉センターのような居場
所が設置されているが、その専門性やセンターを
利用する利用者の相談相手、情報提供者としての
ソーシャルワーカーの役割がとりわけ不十分であ
るため、今後の活発な動きが期待される。例えば、
一人暮らし高齢者へのサービスを特化事業として
行っている社会福祉館や老人福祉館で働いている
ソーシャルワーカーは、助成者として社会福祉館
を利用している一人暮らし高齢者のニーズ把握や
生活実態調査などを行い、彼らのニーズに合わせ
たサービスを提供するようにサービスを開発する
か、問題解決能力を向上するための役割を担って
いる。仲介者としてのソーシャルワーカーは、一
人暮らし高齢者がニーズへの解決能力を向上する
ために、地域において適切な資源とサービスなど
をネットワーク化する仕事を行っている。また、
地域資源を開発したり、ネットワークシステムを
構築する役割もソーシャルワーカーが担当してい
る。そして、社会福祉現場実習の一環として社会
福祉学科の学生の訓練を行ったり、上司にあたる
ソーシャルワーカーが新入りのソーシャルワー
カーに対しスーパビジョンを行ったりしている。
また、直接的なサービスの提供以外に社会福祉館
のソーシャルワーカーは、一人暮らし高齢者の権
利擁護や触媒者としての役割も担っている．
　一方、韓国の一人暮らし高齢者の生活状況やそ
の支援策について分析した結果であるが、高齢社
会が言及された時期から実際の準備へととりか
かったその速さ考えるならば、とても急速な発展
であると考える．しかし、今後、より一層早いス
ピードで一人暮らし高齢者を含む高齢者人口が急
増することから、より細かい支援策を整えていか
なくてはならない一そのためには、より安定的な
経済的な保障や居住環境の整備、身体健康的サポー
トシステムの構築などが必要となると考えられる．
第4章　調査地域における一人暮らし高齢者
へのサポートシステムの現状
第5章　一人暮らし高齢者の生活状況とサ
ポートシステムに関する構成分析及び考察
一日本と韓国の実証分析の結果に基づいて
第6章　日本と韓国の一人暮らし高齢者への
サポートシステム構築においての比較考察
　日本の東京都墨田区と韓国の平沢市における量
的調査方法と質的調査方法を通じて分析した地域
社会のなかでの一人暮らし高齢者のためのサポー
ト主体について分析を行った結果については、大
きくいくつかの項目について提起することができ
る，
　1．日本と韓国は、双子とも依然として家族中心
の一次的なインフォーマルサポートに大きく期待
しており、相談における一番身近ない役割として
インフォーマルサポート主体が位置されていると
考えられる（第4章3節、第4章4節）。
　2．一方、二次的なサポートシステムとして、日
本では友人や近隣住民から多様な情報や支持を受
けていることが明らかになったが、韓国の場合は、
社会福祉館のソーシャルワーカーや担当公務員が
その役割を担っている割合が比較的高かった（第4
章4節）。
　3．また、実際に相談相手として一次的な依頼を
するサポート主体は、家族および親族であるとい
う点は同様であったが、二次的なサポート主体に
ついては、日本の場合はフォーマルサポート主体
よりインフォーマルサポート主体が大きな役割を
担っていることが明らかになった（第4章3節）．
第7章　両国における一人暮らし高齢者への
サポート取り組みへの課題
1．日本の一人暮らし高齢者へのサポート取り組み
への課題
　日本の場合、一人暮らし高齢者に関する多様な
サポートのうち、身体健康的支援については、保
健福祉領域のネットワークを通じた高齢者への定
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期検診を誘導し、実際の地域生活における保健教
育などが可能となりうる支援策を構築していた．
また、経済的な支援においては65才以上の高齢者
の安定した経済的な生活保障のために1970年代か
ら年金制度を導入し、老後の最低生活を保障して
いる。一人暮らし高齢者と同じように経済的に生
活が窮乏した状態にある者には、本人の財産及び
収入程度により、介護保険施設を利用するにあたっ
て、本人が負担を感じないように利用料を安くす
るなど支援をしている。家族や社会的支援におい
ては、地域包括支援センターの運営を通じて地域
の高齢者への相談などに対応する役割を遂行し、
予防Et階に該当する地域高齢者に対しより多様な
総合的サービスが提供できるよう展開しているし、
また、地域福祉センターや老人福祉センターを地
域に設置して、在宅高齢者の居場所としての役割
を担うようサポートを行っている。しかし、社会
福祉的な総合的アプローチに関わる実践方法の提
示は十分になされていない。ハードウェア的サポー
トだけではなく、サービスの質的向上のためには、
専門性を有するソーシャルワーカーによる対象者
への包括的アプローチが必要である。
2．韓国の一人暮らし高齢者へのサポート取り組み
への課題
　韓国の一人暮らし高齢者への支援については、
一人暮らし高齢者を中心としたサポートシステム
を構成することにおいては、日本よりむしろ進ん
でいる状況にあるとみられる。社会福祉館のよう
に地域においての総合的サービスを提供する拠点
機関を中心に、一人暮らし高齢者のために総合的
サービスを提供する努力を社会福祉士が中心と
なって遂行していることが確認できた。また、一
人暮らし高齢者に対しソーシャルワーカーが密接
に関わっていることが明らかになった。しかし、
韓国の一人暮らし高齢者へのサポートシステムを
普遍的に利用するには限界があり、とりあけ、一
人暮らし高齢者の根本的な問題点である経済的問
題を保障した後の地域生活の安定を実現するため
の求めるシステムが必要であると考える。
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